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1. 16年 6月中間期の業績 （平成16年 1月 1日～平成16年 6月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 6月中間期        5,582    △2.3         971     1.7       1,349    10.0
15年 6月中間期        5,713     5.2         955   △11.8       1,226    △5.9

15年12月期       11,221－        1,773－        2,330－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 6月中間期          827    63.4          13.67
15年 6月中間期          506   △36.8           8.37

15年12月期        1,679－          27.24

(注 )1.期中平均株式数 16年 6月中間期     60,559,491株 15年 6月中間期     60,566,484株
15年12月期     60,564,886株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 6月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 6月中間期           3.50－ 特別配当 － 円－銭
15年 6月中間期           3.50－

15年12月期 －           7.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 6月中間期       49,204       41,825     85.0        690.68
15年 6月中間期       47,334       40,258     85.1        664.71

15年12月期       47,883       40,854     85.3        674.09

(注 )1.期末発行済株式数 16年 6月中間期     60,556,873株 15年 6月中間期     60,565,422株
15年12月期     60,561,419株

2.期末自己株式数 16年 6月中間期        439,600株 15年 6月中間期        431,051株
15年12月期        435,054株

2. 16年12月期の業績予想 （平成16年 1月 1日～平成16年12月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       11,100       2,300       1,300          3.50          7.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          20円97銭

記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
業 績 予 想 は 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、
実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。



１．中間貸借対照表　　

注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
番号 (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

資産の部

Ⅰ流動資産

1 441,675 890,231 556,814

2 912,424 946,107 1,124,374

3 14,671,867 13,709,788 15,167,433

4 146,071 111,206 117,579

5 97,090 107,528 108,224

6 515,366 715,124 181,678

貸倒引当金 △ 766 - △ 929

流動資産合計 16,783,728 35.5 16,479,986 33.5 17,255,177 36.0

Ⅱ固定資産

(1)有形固定資産 (※1)

1 2,393,857 2,412,072 2,457,559

2 1,613,000 1,341,751 1,503,097

3 3,771,198 4,311,899 3,871,762

4 3,042,927 3,153,797 3,064,707

5 808,963 633,629 1,080,062

6
1,250,130 1,284,949 1,114,451

有形固定資産合計 12,880,077 13,138,100 13,091,641

(2)無形固定資産 637,948 638,094 661,840

(3)投資その他の資産

1 10,244,487 12,421,012 10,182,534

2 (※2) 5,291,609 5,261,609 5,291,609

3

貸倒引当金 △ 26,167 △ 37,340 △ 26,104

17,032,632 18,947,923 16,875,251

固定資産合計 30,550,658 64.5 32,724,119 66.5 30,628,733 64.0

資産合計 47,334,387 100.0 49,204,106 100.0 47,883,910 100.0

その他の投資

投資その他の資産
合計

建設仮勘定

その他の有形固定
資産

投資有価証券

関係会社株式

その他の資産

機械及び装置

土地

製品

建物

構築物

(平成15年6月30日現在)

前事業年度の
要約貸借対照表

当中間会計期間末

(平成16年6月30日現在) (平成15年12月31日現在)

前中間会計期間末

区分

現金及び預金

貯蔵品

その他の流動資産

売掛金

有価証券

(※1) 1,522,702 1,302,641 1,427,212
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注記 金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比
番号 (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

Ⅰ流動負債

1 25,087 5,064 5,924

2 343,402 296,494 348,157

3 (※2) 241,000 228,800 222,000

4 788,778 800,989 1,065,440

5 293,260 502,312 594,785

6 66,637 73,687 81,750

7 6,095 30,576 52,815

8 1,426,567 1,473,291 1,045,790

流動負債合計 3,190,829 6.7 3,411,214 6.9 3,416,664 7.1

Ⅱ固定負債

1 (※2) 471,000 552,200 398,800

2 1,350,576 1,404,144 1,406,182

3 98,850 123,175 112,350

4 1,964,733 1,888,187 1,695,767

固定負債合計 3,885,159 8.2 3,967,706 8.1 3,613,099 7.6

7,075,988 14.9 7,378,921 15.0 7,029,763 14.7

Ⅰ資本金 7,902,185 16.7 7,902,185 16.1 7,902,185 16.5

Ⅱ資本剰余金

1 資本準備金 8,239,053 8,239,053 8,239,053

2 その他資本剰余金

自己株式処分差益 - 37 3

資本剰余金合計 8,239,053 17.4 8,239,090 16.7 8,239,056 17.2

Ⅲ利益剰余金

利益準備金 908,302 908,302 908,302

任意積立金 21,471,051 22,702,126 21,471,051

中間(当期)未処分利益 1,062,488 1,378,480 2,023,558

利益剰余金合計 23,441,842 49.6 24,988,910 50.8 24,402,912 51.0

Ⅳその他有価証券評価差額金 898,549 1.9 923,081 1.9 535,286 1.1

Ⅴ自己株式 △ 223,231 △ 0.5 △ 228,081 △ 0.5 △ 225,293 △ 0.5

40,258,398 85.1 41,825,185 85.0 40,854,146 85.3

47,334,387 100.0 49,204,106 100.0 47,883,910 100.0

資本の部

資本合計

負債及び資本合計

負債合計

退職給付引当金

役員退職慰労引当金

その他の固定負債

買掛金

短期借入金

未払金

未払法人税等

未払費用

設備支払手形

その他の流動負債

長期借入金

前中間会計期間末

負債の部

区分

支払手形

当中間会計期間末
前事業年度の
要約貸借対照表

(平成15年6月30日現在) (平成16年6月30日現在) (平成15年12月31日現在)
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２．中間損益計算書　　

注記 金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比
番号 (千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

Ⅰ売上高 5,713,622 100.0 5,582,806 100.0 11,221,784 100.0

Ⅱ売上原価 4,373,016 76.5 4,227,860 75.7 8,698,655 77.5

売上総利益 1,340,606 23.5 1,354,946 24.3 2,523,129 22.5

Ⅲ販売費及び一般管理費 385,586 6.8 383,438 6.9 749,740 6.7

営業利益 955,020 16.7 971,508 17.4 1,773,388 15.8

Ⅳ営業外収益 (※2) 312,671 5.5 408,821 7.3 621,123 5.5

Ⅴ営業外費用 (※3) 40,717 0.7 31,229 0.5 64,154 0.5

経常利益 1,226,973 21.5 1,349,099 24.2 2,330,357 20.8

Ⅵ特別利益 (※4) - - 47,028 0.8 499,094 4.5

Ⅶ特別損失 (※5) 408,400 7.2 61,469 1.1 96,734 0.9

818,572 14.3 1,334,659 23.9 2,732,717 24.4

309,618 5.4 540,558 9.7 1,113,946 9.9

2,284 0.0 △ 33,861 △ 0.6 △ 60,947 △ 0.5

506,670 8.9 827,962 14.8 1,679,719 15.0

555,817 550,518 555,817

0 - -

- - 211,978

1,062,488 1,378,480 2,023,558

中間配当額

中間(当期)未処分利益

区分

税引前中間(当期)純利益

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間(当期)純利益

前期繰越利益

自己株式処分差損

前中間会計期間 当中間会計期間

(自 平成15年 1月  1日
  至 平成15年12月31日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成15年1月  1日 (自 平成16年1月  1日
  至 平成15年6月30日)   至 平成16年6月30日)
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３．中間財務諸表作成の基本となる事項　　　

1.

(1)

(ｲ) … 総平均法基づく原価法。

(ﾛ) … 移動平均法に基づく原価法。

(2)

(ｲ) … 移動平均法に基づく原価法。

(ﾛ)

(a) 時 価 の あ る も の … 中間決算日の市場価格等に基づく時価法。(評価差額は全部資本
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定。)

　なお、組込デリバティブの時価を区分して測定することが出来
ない複合金融商品については、全体を時価評価し、評価差額を損
益に計上している。

(b) 時 価 の な い も の … 移動平均法に基づく原価法。

(3) … 時価法。

2.

(1) … 定額法。

(2)

(ｲ) … 生産高比例法。

(ﾛ) … 自社利用ソフトウェアについては社内における利用可能期間(5年)
に基づく定額法。

(ﾊ) … 定額法。

(3)

(ｲ) … 定額法。

(ﾛ) … 定額法。

3.

(1) … 諸債権(売掛金等)の貸倒損失に充てるため、一般債権については
貸倒実績率により算定し、貸倒懸念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してい
る。

(2) … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間会計期間末において
発生していると認められる額を計上している。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)による定額法に
より按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してい
る。

(3) … 役員の退任時に支給される慰労金の支払いに備えるため、内規に
基づく中間期末における要支給額を計上している。

4. … リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の
ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっている。

重 要 な リ ー ス取 引の 処理 方法

重 要 な 引 当 金 の 計 上 基 準

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

長 期 前 払 費 用

信 託 建 物 ・ 構 築 物 、
信 託 長 期 前 払 費 用
(その他の投資その他の資
産)

鉱 業 権

ソ フ ト ウ ェ ア

施 設 利 用 権

投 資 そ の 他 の 資 産

デ リ バ テ ィ ブ

重要な固定資産の減価償却の方法

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

重要な資産の評価基準及び評価方法

た な 卸 資 産

製 品

貯 蔵 品

有 価 証 券

子 会 社 株 式 及 び
関 連 会 社 株 式

そ の 他 有 価 証 券
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5.
(1) … 繰延ヘッジ処理によっている。なお、外貨建金銭債権債務等に係

る為替予約取引については、振当処理を採用している。

(2)
(ｲ) … 為替予約取引。
(ﾛ) … キャッシュ・フローが固定され、その変動が回避されるもの。

(3) … 為替変動のリスクのヘッジを目的として、担当部門において担当
役員の承認を受けたのち、為替予約取引を実行し、経理部門にお
いて管理業務を行っている。

(4) … ヘッジ対象とヘッジ手段の通貨種別、期日、金額等の重要な条件
が同一であり、高い相関関係があると考えられるため、有効性の
判定を省略している。

6. … 中間会計期間に係る納付税額及び法人税等調整額は、当期におい
て予定している利益処分による租税特別措置法の規定に基づく諸
準備金等の積立及び取崩を前提として、当中間会計期間に係る金
額を計算している。

7.
… 税抜方式によっている。

8.

ヘ ッ ジ 手 段 と ヘ ッ ジ 対 象

重 要 な ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法
ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法

ヘ ッ ジ 有 効 性 評 価 の 方 法

ヘ ッ ジ 手 段
ヘ ッ ジ 対 象

ヘ ッ ジ 方 針

「法人税、住民税及び事業税」並び
に「法人税等調整額」の計上方法

消 費 税 等 の 処 理
金額は千円未満を切り捨てて表示している。なお、金額欄に「0」と表示しているのは、千円未満の金額が
あることを示している。

そ の 他
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４．中間貸借対照表注記事項　　

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額
24,486,163 千円 25,551,207 千円 24,880,792 千円

275,098 千円 295,985 千円 285,542 千円
※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務 ※2 担保資産及び担保付債務
(1) (1) (1)

(2) (2) (2)

3 偶発債務 3 偶発債務 3 偶発債務
(1)

(2)

(3)

ジェイ・アイ・ケミカル㈱
の金融機関からの借入金に
対して、600千円の債務保
証を行っている。

タイ沖石油開発㈱の三井石
油開発㈱からの借入金
32,000千円に対して保証予
約契約が付されている。

タイ沖石油開発㈱の金融機
関からの借入金に対して、
58,567千円の債務保証を
行っている。

長期借入金(一年内に返済す
る長期借入金を含む。)
262,400千円について、担
保留保条項が付されてい
る。

関係会社株式のうち90,112
千円が、長期借入金(一年内
に返済する長期借入金を含
む。)102,400千円の担保と
して供されている。

関係会社株式のうち90,112
千円が、長期借入金(一年内
に返済する長期借入金を含
む。)86,400千円の担保とし
て供されている。

関係会社株式のうち90,112
千円が、長期借入金(一年内
に返済する長期借入金を含
む。)41,600千円の担保とし
て供されている。

タイ沖石油開発㈱の金融機
関からの借入金に対して、
83,616千円の債務保証を
行っている。このうち
52,256千円は外貨建であ
り、外貨による金額は436
千米ドルである。

長期借入金(一年内に返済す
る長期借入金を含む。)
299,200千円について、担
保留保条項が付されてい
る。

長期借入金(一年内に返済す
る長期借入金を含む。)
333,400千円について、担
保留保条項が付されてい
る。

タイ沖石油開発㈱の金融機
関からの借入金に対して、
39,328千円の債務保証を
行っている。

投資その他の資産のうち、信託
建物・構築物の減価償却累計額

投資その他の資産のうち、信託
建物・構築物の減価償却累計額

投資その他の資産のうち、信託
建物・構築物の減価償却累計額

前事業年度末

(平成15年12月31日現在)(平成16年6月30日現在)

前中間会計期間末

(平成15年6月30日現在)

当中間会計期間末
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５．中間損益計算書関係　　

1 減価償却実施額 1 減価償却実施額 1 減価償却実施額
有形固定資産 671,601 千円 有形固定資産 686,762 千円 有形固定資産 1,326,105 千円
無形固定資産 6,265 千円 無形固定資産 6,511 千円 無形固定資産 12,224 千円

※2 営業外収益のうち ※2 営業外収益のうち ※2 営業外収益のうち
受取利息及び配
当金

155,568 千円 受取利息及び配
当金

239,444 千円 受取利息及び配
当金

315,015 千円

※3 営業外費用のうち ※3 営業外費用のうち ※3 営業外費用のうち
支払利息 16,314 千円 支払利息 16,208 千円 支払利息 32,064 千円
製品代精算差額 14,202 千円 製品代精算差額 2,591 千円 製品代精算差額 18,435 千円

※4 特別利益のうち ※4 特別利益のうち
固定資産売却益 47,028 千円 投資有価証券売

却益
499,094 千円

※5 特別損失のうち
投資有価証券評
価損

371,674 千円

６．リース取引関係　　

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略している。

前事業年度
(自 平成15年 1月  1日
  至 平成15年12月31日)

前中間会計期間
(自 平成15年1月  1日
  至 平成15年6月30日)

当中間会計期間
(自 平成16年1月  1日
  至 平成16年6月30日)
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７．有価証券関係　　

(前中間会計期間末)(平成15年 6月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時価 差額
(千円) (千円) (千円)

子会社株式 1,469,800 2,877,225 1,407,425

関連会社株式 － － －

(当中間会計期間末)(平成16年 6月30日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

中間貸借対照表計上額 時価 差額
(千円) (千円) (千円)

子会社株式 1,469,800 3,454,627 1,984,827

関連会社株式 － － －

(前事業年度末)(平成15年12月31日現在)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

貸借対照表計上額 時価 差額
(千円) (千円) (千円)

子会社株式 1,469,800 3,082,741 1,612,941

関連会社株式 － － －

有価証券

種類

有価証券

有価証券

(平成15年12月31日現在)

前中間会計期間末

当中間会計期間末
(平成16年6月30日現在)

種類

種類

前事業年度末

(平成15年6月30日現在)
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８．比較売上高明細

金額 比率 金額 比率 金額 比率
(千円) (％) (千円) (％) (千円) (％)

天 然 ガ ス 5,022,360 88 4,863,755 87 9,854,166 88

(522,337) (9) (444,008) (8) (895,822) (8)
613,433 11 636,754 12 1,215,607 11

か ん 水 77,829 1 82,297 1 152,010 1

合 計 5,713,622 100 5,582,806 100 11,221,784 100

(注) 1  カッコ内は内数にして輸出額及び輸出比率を示す。

2  受注生産は行っていない。

  至 平成16年6月30日)

(自 平成15年 1月  1日

  至 平成15年12月31日)

当中間会計期間 前事業年度

(自 平成16年1月  1日

ヨ ー ド

前中間会計期間

  至 平成15年6月30日)

(自 平成15年1月  1日
期　　　　別　

　科　　　目
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